
 

第 125 回伊達市災害対策本部会議 

平成 24 年 4 月 24 日（火） 

10 時 00 分～11 時 00 分 

保原庁舎 2 階応接室 

 

1 放射能対策関係 

（1）平成 24 年産米の作付け及び試験栽培について 

 

 

 

 

（2）避難者支援事業について 

 

 

 

 

（3）除染推進センターの連休期間中の対応について 

 

 

 

 

2 その他（別紙参照） 

（1）第 262・263 回福島県災害対策本部会議の概要について 

 

 

 

 

（2）災害対策号（第 56 号）について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次回  5/8（火）  10 時 ～ 



 

第 125 回本部会議の概要について 

 

1 実施日時等 

平成 24 年 4 月 24 日（火） 10:00～11:00 

2 内容 

1 放射能対策関係 

（1）平成 24 年産米の作付け及び試験栽培について 

産業部長が資料により説明した。 

24 年産コメの作付け及び試験栽培関係に関し、国・県と協議を続けてきた結果について報告

する。詳細は資料のとおり。 

500Bq/kg を超過した地域における 24 年産稲の作付及び試験栽培に関しては、旧小国村地区に

ついて、全面的な実証栽培試験を実施したいとの申し入れを国に対し行っていたものであるが、

試験栽培対象水田は、小国地区の水田面積のうち 62,563 ㎡にとどまった。特に、旧小国村地

区については、放射性物質低減対策（ゼオライト及びケイ酸カリの散布）を行わない、現状の

ままの水田で実証試験を行う。それをもって移行原因を探る。その他の地区については、通常

の水田除染を実施の上、通常の稲作付けを行い、稲への意向データを採取する方向である。 

今後は、各地区に対し試験栽培に係る説明会を行い、試験栽培に係る作業を地域の農業生産法

人等に委託する予定である。 

なお、作付制限地域のうち試験栽培以外の水田の保全管理が肝要であると考えているため、こ

れらの水田についても除染作業を実施しつつ、荒廃を防ぐ対応を農家と協議して参りたい。 

 

試験栽培に係る費用については、東日本大震災農業生産対策交付金（GAP）を活用して、実施

したい考えである。ただし、試験栽培の上で GAP を活用するためには、水田の除染（放射性

物質低減対策）を行うことが条件となっている。旧小国村地区の試験栽培については、放射性

物質低減対策をとらず、ありのままの水田で試験栽培を実施したいということから、この点で

国と当市の考え方に相違があり、現在、GAP には該当しない。 

今後協議を重ねる中で、国に当市の考え方が受け入れられない場合は、市独自の費用負担によ

り旧小国村地区の試験栽培を実施せざるを得ないと考えている。 

 

なお、「地域水田再生計画」について、平成 23 年産コメから 100Bq/kg 以上の放射性物質が検

出された地域においては、来年以降のコメの作付け再開に向けた取り組みとして、市が当該計

画を策定することとなる。この計画は、水田の除染をはじめ、水田の詳細状況について明確に

把握・管理をするというもの。今秋に平成 24 年産コメの全量調査を実施し、100Bq/kg 以下で

あれば出荷できることとなる。当市においても、今後当該計画を策定し、取り組んで参る考え

である。 

 

（財務部長） 

 旧小国村地区の試験栽培に係る費用が当市の負担になる可能性があるという話について、農地

及び稲の安全な作付けをしていくために必要な費用と考えれば、国・県に対して費用の負担を

認めていただくよう、申し入れの継続に努力されたい。 



 

（産業部長） 

これまで、複数回、直接農林水産省及び県に足を運び、試験栽培について説明を繰り返してき

た。しかし、どうしても GAP を活用するためには、放射性物質低減対策が必要とのことであ

る。今後も協議を継続したい考えである。 

（市長） 

旧小国村地区は、試験栽培にあたらないのか。 

（産業部長） 

国・県が示す試験栽培ではないということである。 

国・県が示す試験栽培とは、まず放射性物質低減対策をとり、栽培を試験するものである。 

国の考えは、放射性物質低減対策の上で、コメを作付けし、基準値を超えないコメが出来るこ

とを確認したいとの様子である。試験栽培にあっても 100Bq/kg を超えるコメは出さない前提

がある模様である。 

 

（市長） 

除染を行わないで栽培する試験も想定されるのであるから、国・県が示す試験栽培は理解し難

い。国・県には、前線（市）の意見を取り入れて、対応してもらいたい。我々は、GAP に該

当しないとしても試験栽培を実施し、この試験栽培によって生じた費用は、国、県又は東電等

に対し請求できる性質の経費であると考えられることから、最終的には請求する考えで臨めば

良い。 

なお、作付け制限をされた地域、約 186.6ha 中、試験栽培を実施する水田が 9.66ha となった

ことについては、研究を実施することを考えれば一定の面積で済むのであろう。 

 

一方、作付け制限地域の試験栽培以外の水田 176.9ha の水田管理を徹底しなければならない。 

その費用はどうなるか。 

（産業部長） 

昨年度であれば、国から補償金として、農家に対し 10a あたり 59,000 円が支払われている。

この中に水田の維持管理が含まれているものである。 

 

（市長） 

国としては、上述の補償金で管理もしっかり行われるとの考えであろう。ただし、その補償金

が十分であるかどうかについては、別に捉えることが出来る。 

今回の補償金等の考え方は、従来の補助金等と考え方を異にする。我々としては、どうしても、

対策を実施しなければならない状況に陥っているのであるから、強い姿勢で経費の要求をして

良いものである。 

 

（2）避難者支援事業について 

市民生活部市民生活課長が資料により説明した。 

全国避難者情報システム登録データを用い、避難者リストを作成、情報の発信及び避難者の実

態を把握することにより、情報交換会等の支援事業実施を検討するものである。 

詳細は別添資料のとおり。 

 



 

 

（市長） 

  市政だよりは、4 月号・5 月号をあわせて送付すること。 

災害対策号及び市政だよりお知らせ版も同様に送付すること。 

近い将来帰還を促すことが目的であるのであれば、市の具体的な動きをお知らせするような戦

略的な取り組みでなければならない。 

また、意向調査の内容は良く検討することが必要であると思われる。 

 

なお、全国避難者情報システムに掲載されていない避難者のとりまとめはどうなったか。 

個人情報も絡み、どう行うかは難しいところであるが、まずは、紙ベースででも、手探りでで

も避難者情報を整理し、早急に事務を進めること。 

 

 

（3）除染推進センターの連休期間中の対応について 

市民生活部次長が資料により説明した。 

 

  （市長） 

平成 24 年 4 月 30 日（月）は、一斉に休館（除染推進センター、食品モニタリング及び支所）

となるのは好ましくない。 

我々としては、除染推進センターを機能させて、積極的に市民に除染してもらいたいと願って

いるのだから、休日こそ開館していなければならない。推進センターを訪れる人がいるかいな

いかはさることながら、センターの取り組み方・考え方の問題である。 

「連休中開館しています」というのが理想的ではないか。 

 

必ず地域のどこかで開館していることが理想であろうという観点から、再考いただきたい。 

 

（市民生活部次長） 

例えば、平成 24 年 4 月 30 日は推進センター開館、5 月 1 日を休館として、今後、月曜祝日の

場合は、火曜日休館というような形が良いか。 

 

（市長） 

 年中無休でやれないとすれば、そうした考え方で良いであろう。 

 

 開館日カレンダーのようなものを発行することも良いのではないか。 

 除染推進センターだよりのようなものが、今後必要となってくる。推進センターの状況や、準

備した物資、除染としてこうした方法がある等、積極的な情報発信の姿もあってよいと感じら

れる。「正しく恐れよ」の観点から、「こうした除染を○○地区で実施した」等の情報を発信し、

町内会等が「我々も除染を実施しなければ」と考えるような取り組みを仕掛けていかなければ

ならない。市民の除染への関心を高めるような取り組みを検討いただきたい。 

 



 

 一方、今後、災害対策号は、放射能に対する考え方やこころの問題について掲載していくべき

ものと考えている。 

 

 

2 その他 

（1）第 262・263 回福島県災害対策本部会議の概要 

市民生活部長が資料により説明した。 

 

（2）災害対策号（第 56 号）について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

 

（市長） 

今後、市民に対しては、放射線に対する正しい知識をより丁寧に説明していく必要があると感

じている。 

モニタリング調査結果（県・市）や除染推進センター専門員の情報や休館日情報等は除染推進

センターだよりに移行できる内容であろう。 

 

センターの管理については、センター長の下で対応を進めるのが良いのではないか。センター

の体制について一考を要する。管理者は常勤が理想的であろう。センターの体制については、

別途、良く検討されたい。 

 

弁天山の事業の目的は何か。 

弁天山の除染事業は、県がやるべきものなのか。ボランティアを要するものなのか。 

今後、業務としてよく練られた計画の下に、長期的に対応することが求められる事業について、

単発的に目的が不明確であるような形態はいかがなものか。 

 

（財務部長） 

弁天山は本来、市が除染を実施する役割分担である。 

これに県が関わったことについては、ボランティアの面で協力してできることはないかという

テストの意味で実施したということと、除染ボランティアの使い方を実地でやったことがなか

ったので、それを確かめるために県が行ったと聞いている。 

目的が不明確であるような除染が実施されないように、こうした取り組みを象徴的に実施した

ものだと聞いている。 

 

（市長） 

除染のために行うのであれば、単発的に行うのは理想的ではない。ボランティアにお願いする

とすれば、多方面からの対策が必要であろう。しかし、今後は、業務として発注し、除染を行

っていく性質のものと考えれば、ボランティアにお願いする余地はない。ただし、除染をボラ

ンティアにお願いしたい地域（C エリア等）はあるのが実情だ。 

 



 

（市民生活部次長） 

地域の実情を伝えていただけるという役割はあるので、ボランティアの方が来て、除染等を行

う意義はある。今後も継続して当市でも行っていきたい。 

 

（市長） 

啓蒙的な意味でもボランティアの方に協力・活躍していただくのは利点であろう。ボランティ

アの方にきていただくのは非常によい。ただし、ボランティアの方をどう迎えるか、どう協力

してもらうかについては、良く検討が必要である。C エリアについては、特にそうした方面か

らの検討も必要であろう。 

今後生じる膨大な業務について、単発的に実施するのは非常に危険であり、計画的に継続的に

こなすことが必要になってくる。 

 

 

 

《次回本部会議》 

平成 24 年 5 月 8 日（火） 10：00～ 

本庁舎 2 階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


